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保険診療とは

療養担当規則療養担当規則療養担当規則療養担当規則 診療報酬点数表診療報酬点数表診療報酬点数表診療報酬点数表
健康保険法等の関係法令健康保険法等の関係法令健康保険法等の関係法令健康保険法等の関係法令 なななな
どどどど

• 健康保険法等の医療保険各法に基づく、健康保険法等の医療保険各法に基づく、健康保険法等の医療保険各法に基づく、健康保険法等の医療保険各法に基づく、

保険者と保険医療機関との間の公法上の契約保険者と保険医療機関との間の公法上の契約保険者と保険医療機関との間の公法上の契約保険者と保険医療機関との間の公法上の契約であであであであ

る。る。る。る。

• 保険医療機関の指定、保険医の登録は、医療保険保険医療機関の指定、保険医の登録は、医療保険保険医療機関の指定、保険医の登録は、医療保険保険医療機関の指定、保険医の登録は、医療保険
各法等で規定されている各法等で規定されている各法等で規定されている各法等で規定されている保険診療のルールを熟知し保険診療のルールを熟知し保険診療のルールを熟知し保険診療のルールを熟知し
ていることていることていることていることが前提が前提が前提が前提となっている。となっている。となっている。となっている。
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療養の給付・費用の負担の流れ
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診療報酬が支払われる条件

• 保険医が保険医療機関において

• 健康保険法、医師法、医療法、薬事法、保助
看法等の各種関係法令の規定を遵守し

• 『保険医療機関及び保険医療養担当規則』
（療養担当規則）の規定を遵守し

• 医学的に妥当適切な診療を行い

• 診療報酬点数表（施設基準を含む。）に定め
られたとおりに請求を行っている



国 民 医 療 費 ３４兆１，３６０億円

一人当たり医療費 ２６７，２００円

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

保
険
料

49.2

患者負担

14.1

国庫

24.7

地方

12.0

公
費

36.7

国民医療費の負担（財源別）

％

事業主

20.3

被保険者

28.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

入

院

入

院

外

36.9

38.2

病院

病院

35.5

15.2

一般診療所

23.0

歯科診療

7.3

薬局調剤

入院時食事･生活 2.4

国民医療費の分配

％

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

医療サービス従事者

[医師、歯科医師、

薬剤師、看護師等］

49.4

医薬品

21.7

医療材料[診療材料、給食材料等］

6.1

委託費 5.2

経費、その他

[光熱費、貸借料、支払利息等］

17.7

医療機関の費用構造

％

患者負担分

政管健保

11.4

組合健保

8.7

国民医療費の制度別内訳

共済組合2.8

国保

25.4

老人保健給付分

公費負担医療給付分6.7

船員保険0.1

労災等0.8

一般診療所 1.4

15.0

国民医療費の構造国民医療費の構造

8

13兆円兆円兆円兆円
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診療報酬の構成
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診療報酬点数表



診療報酬点数表の構成
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基本診療料 医学管理等 在宅医療 医療技術料 検査

画像診断

投薬

注射

リハビリ

精神科専門療法

処置

手術

麻酔

放射線治療

病理診断

＋ ＋＋

外 来

入 院

初診料

再診料

入院基本料 入院基本料等加算

特定入院料

在宅患者診療・指導料

在宅療養指導管理料

在宅療養指導
管理材料加算

出典：メディカルスタッフのための診療報酬これだけ知っ得ブック

聖マリア病院 岩﨑充孝著 （2008年 株式会社メディカ出版）

特掲診療料

「手技料」＋「薬剤料」＋「診療材料料」
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診療報酬改定は、

① 予算編成過程を通じて内閣内閣内閣内閣が決定した改定率改定率改定率改定率を所与の前提として、

② 社会保障審議会医療保険部会及び医療部会医療保険部会及び医療部会医療保険部会及び医療部会医療保険部会及び医療部会において策定された「基本方「基本方「基本方「基本方

針」針」針」針」に基づき、

③ 中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会において、具体的な診療報酬点数の設定具体的な診療報酬点数の設定具体的な診療報酬点数の設定具体的な診療報酬点数の設定等に係

る審議を行い実施されるものである。

○ 社会保障審議会で決定された
「基本方針」に基づき審議

○ 個別の診療報酬項目に関する点
数設定や算定条件等について議論

中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会

○ 基本的な医療政策について
審議

○ 診療報酬改定に係る「基本方
針」を策定

社会保障審議会社会保障審議会社会保障審議会社会保障審議会
医療保険部会・医療部会医療保険部会・医療部会医療保険部会・医療部会医療保険部会・医療部会

○ 予算編成過程を通じて改定率を決定

内閣内閣内閣内閣

診療報酬改定のスキーム診療報酬改定のスキーム
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～１２月
・ 検証結果も含め、個別項目について集中的に議
論

１月～
・ 厚生労働大臣の諮問を受け、具体的な診療報酬
点数の設定に係る調査・審議

１月１５日～２２日
〈改定案の策定に過程において、広く国民の意見を
募集〉

１月２２日
〈地方公聴会の開催〉

２月１２日
・ 厚生労働大臣に対し、診療報酬点数の改定案を
答申

７月～１２月
診療報酬改定に係る基本方針について審議

１２月８日 平成２２年度診療報酬改定の基本方
針

１２月２３日
予算編成過程において、診療報酬等の改定率を
決定

内 閣

社会保障審議会中 医 協

１月１５日
中医協に対し、
・ 予算編成過程を通じて内閣が決定した「改定率」
・ 社会保障審議会において策定された「基本方針」
・ 「平成２２年度診療報酬改定について」

（平成２１年１２月９日厚生労働省公表）

に基づき、診療報酬点数の改定案の調査・審議を
行うよう諮問

厚生労働大臣

３月５日
診療報酬改定に係る告示・通知の発出

厚生労働大臣

平成２２年度診療報酬改定のスケジュール



昭和５９
年

昭和６０
年

昭和６１
年

昭和６３
年

平成元年 平成２年 平成４年 平成６年

診療報酬 ２．８ ３．３ ２．３ ３．４ ０．１１ ３．７ ５．０ ４．８

薬価等 ▲５．１ ▲２．１ ▲１．６ ▲２．９ ０．６５ ▲２．７ ▲２．５ ▲２．１

診療報酬＋薬価等

（ネットの改定率）
▲２．３ １．２ ０．７ ０．５ ０．７６ １．０ ２．５ ２．７

平成８年 平成９年 平成１０年 平成１２年 平成１４年 平成１６年 平成１８年 平成２０年 平成２２年

３．４ １．７ １．５ １．９ ▲１．３ ± ０ ▲１．３６ ０．３８ １．５５

▲２．６ ▲１．３２ ▲２．８ ▲１．７ ▲１．４ ▲１．０ ▲１．８ ▲１．２ ▲１．３６

０．８ ０．３８ ▲１．３ ０．２ ▲２．７ ▲１．０ ▲３．１６ ▲０．８２ ０．１９

改定率の推移改定率の推移
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平成22年度診療報酬改定（本体）について平成22年度診療報酬改定（本体）について

• 平成22年度診療報酬改定においては、我が国の医療が
置かれている危機的な状況を解消し、国民に安心感を与
える医療を実現していくため、厳しい経済環境や保険財政
の下ではあるが、配分の見直しや後発品の使用促進を図
りつつ、診療報酬本体の引上げを行う。

• 改定率＋１．５５％ （ネット＋０．１９％）
各科改定率医科＋１．７４％

歯科＋２．０９％
調剤＋０．５２％

• 医科については、急性期入院医療に概ね4,000億円程度
を配分することとする。また、再診料や診療科間の配分の
見直しを含め、従来以上に大幅な配分の見直しを行い、
救急・産科・小児科・外科の充実等を図る。

財源の配分：医科財源の配分：医科財源の配分：医科財源の配分：医科4,800億；入院億；入院億；入院億；入院4,400億円（うち急性期入院医療億円（うち急性期入院医療億円（うち急性期入院医療億円（うち急性期入院医療4,000億円）、外来億円）、外来億円）、外来億円）、外来400億円億円億円億円

10年ぶり

のプラス
改定

10年ぶり

のプラス
改定
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平成２２年度診療報酬改定の基本方針平成２２年度診療報酬改定の基本方針

• 救急、産科、小児、外科等の医療の再建

• 病院勤務医の負担の軽減（医療従事者の増員に努
める医療機関への支援）
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重点課題重点課題

1. 充実が求められる領域を適切に評価していく視点
2. 患者から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で、生活
の質にも配慮した医療を実現する視点

3. 医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高
く効率的な医療を実現する視点

4. 効率化余地があると思われる領域を適正化する視点

４つの視点４つの視点



国 民 医 療 費 ３４兆１，３６０億円

一人当たり医療費 ２６７，２００円
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13兆円兆円兆円兆円

12.6兆円兆円兆円兆円
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5兆円兆円兆円兆円

2.5兆円兆円兆円兆円



診療報酬改定は、

① 予算編成過程を通じて内閣内閣内閣内閣が決定した改定率改定率改定率改定率を所与の前提として、

② 社会保障審議会医療保険部会及び医療部会医療保険部会及び医療部会医療保険部会及び医療部会医療保険部会及び医療部会において策定された「基本方針」「基本方針」「基本方針」「基本方針」に基づき、

③ 中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会において、具体的な診療報酬点数の設定具体的な診療報酬点数の設定具体的な診療報酬点数の設定具体的な診療報酬点数の設定等に係る審議を行い

実施されるものである。

○ 社会保障審議会で決定された
「基本方針」に基づき審議

○ 個別の診療報酬項目に関する点
数設定や算定条件等について議論

中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会中央社会保険医療協議会

○ 基本的な医療政策について
審議

○ 診療報酬改定に係る「基本方
針」を策定

社会保障審議会社会保障審議会社会保障審議会社会保障審議会
医療保険部会・医療部会医療保険部会・医療部会医療保険部会・医療部会医療保険部会・医療部会

○ 予算編成過程を通じて改定率を決定

内閣内閣内閣内閣

診療報酬改定のスキーム診療報酬改定のスキーム
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本日の話
• 我が国の保険医療制度について
• 診療報酬改定のスキーム
• 中央社会保険医療協議会の構成
• 診療報酬点数決定のプロセス

医療現場の実態に合った
（国民のニーズに合った）診療報酬

にする



中央社会保険医療協議会の関連組織（重層的な検討組織）中央社会保険医療協議会の関連組織（重層的な検討組織）中央社会保険医療協議会の関連組織（重層的な検討組織）中央社会保険医療協議会の関連組織（重層的な検討組織）

総総総総 会会会会
（Ｓ２５年設置）（Ｓ２５年設置）（Ｓ２５年設置）（Ｓ２５年設置）

【専門部会】 【小委員会】

【検証部会】

報 告 報 告
報 告

保険医療材料専門組織
（Ｈ１２年設置）（Ｈ１２年設置）（Ｈ１２年設置）（Ｈ１２年設置）

薬 価 算 定 組 織

（Ｈ１２年設置）（Ｈ１２年設置）（Ｈ１２年設置）（Ｈ１２年設置）

診療報酬調査専門組織
（Ｈ１５年設置）（Ｈ１５年設置）（Ｈ１５年設置）（Ｈ１５年設置）

・DPC評価分科会評価分科会評価分科会評価分科会

・医療技術評価分科会・医療技術評価分科会・医療技術評価分科会・医療技術評価分科会
・医療機関のコスト調査分科会・医療機関のコスト調査分科会・医療機関のコスト調査分科会・医療機関のコスト調査分科会
・慢性記入院医療の包括評価・慢性記入院医療の包括評価・慢性記入院医療の包括評価・慢性記入院医療の包括評価
調査分科会調査分科会調査分科会調査分科会
・手術に係る施設基準等調査
分科会

報 告

報 告

報 告

診療報酬
基本問題
小委員会
（Ｈ３年設置）（Ｈ３年設置）（Ｈ３年設置）（Ｈ３年設置）

保険医療材料
専門部会

（Ｈ１１年設置）（Ｈ１１年設置）（Ｈ１１年設置）（Ｈ１１年設置）

診療報酬改定結果検証部会
（Ｈ１７年設置）（Ｈ１７年設置）（Ｈ１７年設置）（Ｈ１７年設置）

調査実施
小委員会

（Ｓ４２年設置）（Ｓ４２年設置）（Ｓ４２年設置）（Ｓ４２年設置）

薬 価
専門部会
（Ｈ２年設置）（Ｈ２年設置）（Ｈ２年設置）（Ｈ２年設置）



中央社会保険医療協議会について

２．所掌事務

３．委 員

○ 委員は厚生労働大臣が任命

＊ 診療報酬、薬価など、公的医療保険から医療機関等に支払われる

公定価格を決定する権限を有する厚生労働大臣の諮問機関

１．根拠法

○ 支払側委員と診療側委員とが保険契約の両当事者として協議し、公益委

員がこの両者を調整するといういわゆる「三者構成」をとっている。

①①①① 支払側委員（保険者、被保険者の代表）支払側委員（保険者、被保険者の代表）支払側委員（保険者、被保険者の代表）支払側委員（保険者、被保険者の代表） ７名７名７名７名

②②②② 診療側委員（医師、歯科医師、薬剤師の代表）診療側委員（医師、歯科医師、薬剤師の代表）診療側委員（医師、歯科医師、薬剤師の代表）診療側委員（医師、歯科医師、薬剤師の代表） ７名７名７名７名

③③③③ 公益代表公益代表公益代表公益代表 ６名（国会同意人事）６名（国会同意人事）６名（国会同意人事）６名（国会同意人事）

の合計２０名で構成。任期は２年

社会保険医療協議会法

「診療報酬」、「保険医療機関及び保険医療養担当規則」及び「訪問看護

療養費」に関する事項等について、厚生労働大臣の諮問に応じて審議・答
申するほか、自ら建議する。

○ 専門事項を審議するために必要があると認められる場合には、１０名以
内の専門委員を置くことができる。（社会保険医療協議会法第3条3項）



本日の話
• 我が国の保険医療制度について
• 診療報酬改定のスキーム
• 中央社会保険医療協議会の構成
• 診療報酬点数決定のプロセス

医療現場の実態に合った
（国民のニーズに合った）診療報酬

にする



平成２２年度診療報酬改定の基本方針平成２２年度診療報酬改定の基本方針

• 救急、産科、小児、外科等の医療の再建

• 病院勤務医の負担の軽減（医療従事者の増員に努
める医療機関への支援）
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重点課題重点課題

1. 充実が求められる領域を適切に評価していく視点
2. 患者から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で、生活
の質にも配慮した医療を実現する視点

3. 医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高
く効率的な医療を実現する視点

4. 効率化余地があると思われる領域を適正化する視点

４つの視点４つの視点



超重症児加算：+600点早期加算：+192/207点*4

幼児加算（病院）：+333点

新生児入管（常時6:1）+800

障害者施設等入院基本料
（７：１） ：1,555点

30日間*2（ NICUと通算）

状態に応じて約6ヶ月経過後から算定可能

NICU*3

（常時３：１）：
8,500点

一般病棟入院基本料（７：１）：1,555点
特定機能病院入院基本料（７：１）：1,555点うち１つ

一般病棟入院基本料（７：１）：1,555点
特定機能病院入院基本料（７：１）：1,555点うち１つ

退室退室
転棟・転院転棟・転院

21日間*1

在宅移行

GCU（後方病床）

包括点数包括点数

再入室

入院料の後の（）内は診療報酬上の看護配置を記載
*1 体重により最大90日まで *2 体重により最大120日まで *3 １回の入院中にNICUへの再入院はできない
*4 入院から15日以上30日以内において一般入院基本料は192点、特定機能病院入院基本料は207点の加算がつく

経過経過

約5ヶ月間

1888点

2,895点

2,488点

改
定
前

改
定
前

改
定
前

改
定
前

8,500点

NICU入院後の診療報酬点数の推移
＜小児入院医療管理料を算定しない場合＞
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超重症児加算：+800点

幼児加算（病院）：+333点

GCU
(新生児治療回復室入
院医療管理料)

（常時６：１）：
5,400点

障害者施設等入院基本料
（７：１） ：1,555点

30日間*2（ NICUと通算）

NICU

（常時３：１）：
10,000点

一般病棟入院基本料（７：１）：1,555点
特定機能病院入院基本料（７：１）：1,555点

うち１つ

一般病棟入院基本料（７：１）：1,555点
特定機能病院入院基本料（７：１）：1,555点

うち１つ退室退室 転棟・転院転棟・転院

21日間*1

在宅移行

包括点数包括点数

再入室

入院料の後の（）内は診療報酬上の看護配置を記載
*1 体重により最大90日まで *2 体重により最大120日まで

経過経過

2,688点

改
定
後

改
定
後

改
定
後

改
定
後

5,400点

10,000点

新生児特定集中治療室退院調整加算 300点
重症児（者）受入連携加算 1300点

新生児特定集中治療室退院調整加算 300点
重症児（者）受入連携加算 1300点

新

新

改

改

改

新

NICU入院後の診療報酬点数の推移
＜小児入院医療管理料を算定しない場合＞
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小児救急医療における看護師のトリアージの有効性
（国立成育医療センター）

• 対象：2002年3月～2005年3月までの37か月間に当セン
ターを救急センターを受診した114,704名の患者

• 方法：一定の指導を受けた看護師がガイドラインに基づき
トリアージを実施

出典：伊藤龍子他：小児救急医療における看護師のトリアージの有効性、平成17年度日本看護協会看護政策研究事業委託研究
「小児救急医療における看護師のトリアージの有効性に関する研究」研究報告書、39-48、2006

トリアージトリアージトリアージトリアージ
区分区分区分区分

蘇生蘇生蘇生蘇生
(n=301

））））

緊急緊急緊急緊急
(n=6,657)

準緊急準緊急準緊急準緊急
(n=34,12

4））））

非緊急非緊急非緊急非緊急
(n=70,66

5））））

トリアージトリアージトリアージトリアージ
未実施未実施未実施未実施
(n=843））））

直接入直接入直接入直接入
院院院院

(n=2,114

））））

入院率 88% 43% 11% 0.97% 8.3% 100%

CPTAS※

の予測
入院率

90～
70%

70～
40%

40～
10%

10～
0%

○ トロント小児病院におけるトリアージシステ
ムと遜色がなくCPTASが推奨する基準を満たし

ている

※Canadian Pediatric Triage and  Acuity  Scaleの推奨基準



トリアージシステムの有用性
（国立成育医療センター）

• 対象：看護師、救急医、研修医、看護研修生 各５名

• 方法：救急医が作成した３０症例のケースシナリオに対し
て、１症例３分以内でトリアージ・ケーススタディを２回実施
（２～３週の間隔をあけ、同様の３０症例を使用）

対象の背景対象の背景対象の背景対象の背景

看護師看護師看護師看護師 救急医救急医救急医救急医 研修医研修医研修医研修医 看護研修生看護研修生看護研修生看護研修生

トリアージを実践し
ている

（トリアージの平均
経験年数2.8年）

救急の診療に
携わる

トリアージの経
験とその訓練を
受けていない

トリアージ経験
はないけれども
その訓練を受け
ている看護師

平均臨床経験年数（年） 9.4±5.32 7.8±4.09 1.6±0.55 8.8±3.27

正解割合（％）
１回目 82.0 87.3 75.3 72.6 

２回目 83.3 92.0 76.6 75.3 

※ ４集団のそれぞれの検者間一致率は、１回目、２回目ともに0.9以上

出典：清水直樹他：小児救急医療体制充実化のためのトリアージ・システムの有用性の検討、日本小児科学会雑誌、109（11）、
1319-1329、2005



（重２ー１）呼吸ケアチーム加算

一般病棟において、医師、看護師、臨床工学技士、理学療法士な
どからなるチームにより、人工呼吸器の離脱に向け、適切な呼吸器
設定や口腔状態の管理等を総合的に行う場合の評価を新設する。

呼吸ケアチーム加算呼吸ケアチーム加算呼吸ケアチーム加算呼吸ケアチーム加算 １５０点（週１回）１５０点（週１回）１５０点（週１回）１５０点（週１回）

[算定要件]

人工呼吸器離脱のための呼吸ケアに係る専任のチームによる診療が行われた場合に週
１回に限り算定する。
[対象患者] 

(1) ４８時間以上継続して人工呼吸器を装着している患者
(2) 人工呼吸器装着後の一般病棟での入院期間が１か月以内であること。
[施設基準] 

当該保険医療機関内に、専任の①～④により構成される呼吸ケアチームが設置されてい
ること。
①人工呼吸器管理等について十分な経験のある医師
②②②②人工呼吸器管理等について６か月以上の専門の研修を受けた看護師人工呼吸器管理等について６か月以上の専門の研修を受けた看護師人工呼吸器管理等について６か月以上の専門の研修を受けた看護師人工呼吸器管理等について６か月以上の専門の研修を受けた看護師
③人工呼吸器等の保守点検の経験を３年以上有する臨床工学技士
④呼吸器リハビリテーションを含め５年以上の経験を有する理学療法士

29

新



●合併症（気道損傷、人工呼吸器関連肺炎等）の予防
・・・再挿管の場合、人工呼吸期間は12日増
院内死亡率は12％→43％に増加1）

●ＩＣＵ入院期間の長期化を防止
医療費の抑制効果
挿管期間を短縮化する方法

●過度な早期離脱は、再挿管を含む重大リスクを増大させる
（参考：再挿管率は約20％）

計画的な管理により、人工呼吸期間が短縮（1日～7日程度短縮）2）

出典
1）Epstein SK, CiubotaruRL, Wong JB Effect of failed extubationon the outcome of mechanialventilation. Chest 112:186-192,1997

2）KollefMH, Shapiro SD, Silver P, et al. A randomized, controlled trial of protocol-directed versus physician-directed weaning from mechanical ventilation. Crit

Care Med 25:567-574,1997

計画に基づく人工呼吸器ケアの効果

◆人工呼吸器のウィニングと離脱の判断
計画に基づく人工呼吸器からの離脱
→人工呼吸のウイニング時間が平均人工呼吸のウイニング時間が平均人工呼吸のウイニング時間が平均人工呼吸のウイニング時間が平均584±±±±673分→分→分→分→70±±±±42分へ短縮分へ短縮分へ短縮分へ短縮
再挿管率再挿管率再挿管率再挿管率8％→％→％→％→5.3％へ減少、死亡退院％へ減少、死亡退院％へ減少、死亡退院％へ減少、死亡退院 16％→％→％→％→11％へ減少％へ減少％へ減少％へ減少

出典 濱本実也,自発呼吸トライアル（SBT）による人工呼吸器からの離脱,看護技術、vol.45（1）2009.
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特別入院基本料を算定するまでの激変緩和について

�看護師不足によって月平均夜勤時間72時間以内の要件のみ満たせない場合、特

別入院基本料を算定するまでの激変緩和措置を創設
【算定期間： 3か月間（当該入院基本料を最後に算定した月から起算して１年以内
は算定できない）、算定要件：毎月看護職員採用活動状況報告】

7対1及び10対1特別入院基本料の新設（入院基本料の８０％の点数設定）

一般病棟入院基本料 ７対１特別入院基本料 1,244点

一般病棟入院基本料 10対１特別入院基本料 1,040点

結核病棟入院基本料 ７対１特別入院基本料 1,158点

結核病棟入院基本料 10対１特別入院基本料 954点

精神病棟入院基本料 10対１特別入院基本料 992点

月平均夜勤時間72時間以内の要件のみ満たせない場合の評価月平均夜勤時間72時間以内の要件のみ満たせない場合の評価

31

全日本病院協会等
・月平均夜勤時間72時間要件 撤廃

日本看護協会
日本労働組合総連合会
・月平均夜勤時間72時間要件撤廃絶対反対

・1か月間のみなら賛成

中央社会保険医療協議会の議論

公益裁定公益裁定公益裁定公益裁定
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診療報酬点数表の構成①

基本診療料 ○初・再診料 ○入院料等

特掲診療料

１．医学管理等

２．在宅医療２．在宅医療２．在宅医療２．在宅医療

３．検査３．検査３．検査３．検査

４．画像診断４．画像診断４．画像診断４．画像診断

５．投薬５．投薬５．投薬５．投薬

６．注射６．注射６．注射６．注射

７．リハビリテーション７．リハビリテーション７．リハビリテーション７．リハビリテーション

８．精神科専門療法８．精神科専門療法８．精神科専門療法８．精神科専門療法

９．処置９．処置９．処置９．処置

１０．手術１０．手術１０．手術１０．手術

１１．麻酔１１．麻酔１１．麻酔１１．麻酔

１２．放射線治療１２．放射線治療１２．放射線治療１２．放射線治療

１３．病理診断１３．病理診断１３．病理診断１３．病理診断
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医療技術評価提案書（様式から抜粋）
【評価項目】
ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ--------①①①①①①①①有効性有効性有効性有効性有効性有効性有効性有効性
・治癒率・死亡率・・治癒率・死亡率・・治癒率・死亡率・・治癒率・死亡率・・治癒率・死亡率・・治癒率・死亡率・・治癒率・死亡率・・治癒率・死亡率・QOLQOLQOLQOLQOLQOLQOLQOLの改善等の改善等の改善等の改善等の改善等の改善等の改善等の改善等

・学会のガイドライン等・学会のガイドライン等・学会のガイドライン等・学会のガイドライン等・学会のガイドライン等・学会のガイドライン等・学会のガイドライン等・学会のガイドライン等
・エビデンスレベルの明確化・エビデンスレベルの明確化・エビデンスレベルの明確化・エビデンスレベルの明確化・エビデンスレベルの明確化・エビデンスレベルの明確化・エビデンスレベルの明確化・エビデンスレベルの明確化
エビデンスレベル：エビデンスレベル：エビデンスレベル：エビデンスレベル：エビデンスレベル：エビデンスレベル：エビデンスレベル：エビデンスレベル： I  II  III  IV  V  VII  II  III  IV  V  VII  II  III  IV  V  VII  II  III  IV  V  VII  II  III  IV  V  VII  II  III  IV  V  VII  II  III  IV  V  VII  II  III  IV  V  VI

********エビデンスレベルについては別紙参照の上記載することエビデンスレベルについては別紙参照の上記載することエビデンスレベルについては別紙参照の上記載することエビデンスレベルについては別紙参照の上記載することエビデンスレベルについては別紙参照の上記載することエビデンスレベルについては別紙参照の上記載することエビデンスレベルについては別紙参照の上記載することエビデンスレベルについては別紙参照の上記載すること
Ⅱ-②安全性

・副作用等のリスクの内容と頻度
ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ--------③③③③③③③③普及性普及性普及性普及性普及性普及性普及性普及性

・年間対象患者数・年間対象患者数・年間対象患者数・年間対象患者数・年間対象患者数・年間対象患者数・年間対象患者数・年間対象患者数
・年間実施回数等・年間実施回数等・年間実施回数等・年間実施回数等・年間実施回数等・年間実施回数等・年間実施回数等・年間実施回数等
ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ--------④④④④④④④④技術の成熟度技術の成熟度技術の成熟度技術の成熟度技術の成熟度技術の成熟度技術の成熟度技術の成熟度

・学会等における位置づけ・学会等における位置づけ・学会等における位置づけ・学会等における位置づけ・学会等における位置づけ・学会等における位置づけ・学会等における位置づけ・学会等における位置づけ
・難易度（専門性・施設基準等）・難易度（専門性・施設基準等）・難易度（専門性・施設基準等）・難易度（専門性・施設基準等）・難易度（専門性・施設基準等）・難易度（専門性・施設基準等）・難易度（専門性・施設基準等）・難易度（専門性・施設基準等）



ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ--------⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤⑤倫理性・社会的妥当性倫理性・社会的妥当性倫理性・社会的妥当性倫理性・社会的妥当性倫理性・社会的妥当性倫理性・社会的妥当性倫理性・社会的妥当性倫理性・社会的妥当性

（問題点があれば記載）（問題点があれば記載）（問題点があれば記載）（問題点があれば記載）（問題点があれば記載）（問題点があれば記載）（問題点があれば記載）（問題点があれば記載）
Ⅱ-⑥妥当と思われる診療報酬の区分
（1つに○）

Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ
精神・Ｊ処置・Ｋ手術・Ｌ麻酔・Ｍ放射線・Ｎ病理・その他

妥当と思われる点数及びその根拠
（新設の場合）

Ⅱ - ⑦ 代 替 す る 保 険 既 収 載 技 術 と の 比 較

（当該技術の導入により代替すること
が予想される既収載技術）

・効果（安全性等を含む）の比較・効果（安全性等を含む）の比較・効果（安全性等を含む）の比較・効果（安全性等を含む）の比較・効果（安全性等を含む）の比較・効果（安全性等を含む）の比較・効果（安全性等を含む）の比較・効果（安全性等を含む）の比較

・費用の比較・費用の比較・費用の比較・費用の比較・費用の比較・費用の比較・費用の比較・費用の比較



ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ--------⑧⑧⑧⑧⑧⑧⑧⑧予想される医療費への影響（年間）予想される医療費への影響（年間）予想される医療費への影響（年間）予想される医療費への影響（年間）予想される医療費への影響（年間）予想される医療費への影響（年間）予想される医療費への影響（年間）予想される医療費への影響（年間）
予想影響額予想影響額予想影響額予想影響額予想影響額予想影響額予想影響額予想影響額 円円円円円円円円 増・増・増・増・増・増・増・増・

減減減減減減減減
＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるもので＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるもので＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるもので＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるもので＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるもので＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるもので＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるもので＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるもので
はないはないはないはないはないはないはないはない

（影響額算出の根拠を記載する。）（影響額算出の根拠を記載する。）（影響額算出の根拠を記載する。）（影響額算出の根拠を記載する。）（影響額算出の根拠を記載する。）（影響額算出の根拠を記載する。）（影響額算出の根拠を記載する。）（影響額算出の根拠を記載する。）
・予想される当該技術に係る医療費・予想される当該技術に係る医療費・予想される当該技術に係る医療費・予想される当該技術に係る医療費・予想される当該技術に係る医療費・予想される当該技術に係る医療費・予想される当該技術に係る医療費・予想される当該技術に係る医療費
・当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費・当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費・当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費・当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費・当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費・当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費・当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費・当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費
（費用－効果分析などの経済評価を実施していれば記載可）（費用－効果分析などの経済評価を実施していれば記載可）（費用－効果分析などの経済評価を実施していれば記載可）（費用－効果分析などの経済評価を実施していれば記載可）（費用－効果分析などの経済評価を実施していれば記載可）（費用－効果分析などの経済評価を実施していれば記載可）（費用－効果分析などの経済評価を実施していれば記載可）（費用－効果分析などの経済評価を実施していれば記載可）

ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ--------⑨⑨⑨⑨⑨⑨⑨⑨当該技術の海外における公的医療保険（医療保障）への当該技術の海外における公的医療保険（医療保障）への当該技術の海外における公的医療保険（医療保障）への当該技術の海外における公的医療保険（医療保障）への当該技術の海外における公的医療保険（医療保障）への当該技術の海外における公的医療保険（医療保障）への当該技術の海外における公的医療保険（医療保障）への当該技術の海外における公的医療保険（医療保障）への

収載状況収載状況収載状況収載状況収載状況収載状況収載状況収載状況



Ⅱ-⑩当該技術の先進医療としての取扱い

Ⅱ-⑪使用される主な医薬品に関する薬事法上の承認の確認

Ⅱ-⑫使用される主な医療機器に関する薬事法上の承認の確認

ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ--⑬⑬⑬⑬⑬⑬⑬⑬その他その他その他その他その他その他その他その他
（（（（（（（（QOLQOLの改善等について特記すべき事項があれば記載）の改善等について特記すべき事項があれば記載）の改善等について特記すべき事項があれば記載）の改善等について特記すべき事項があれば記載）の改善等について特記すべき事項があれば記載）の改善等について特記すべき事項があれば記載）の改善等について特記すべき事項があれば記載）の改善等について特記すべき事項があれば記載）

Ⅱ-⑭関係学会
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１１１１５５５５２１２１２１２１



重症者管理加算の利用者の対象項目別
のケア時間と重度褥瘡のケア時間の比較

○重度褥瘡に係る処置等のケア時間は、すでに重症者管理加算で評価され
ている状態の患者のケア時間よりも長くなっている。

出典：訪問看護ステーションに係るコスト調査研究報告書、国民健康保険中央会、平成17年3月

（分）

39

在宅酸素療法指導管理（n=23）

在宅気管切開患者指導管理（n=26）

在宅人工呼吸指導管理（n=35）



診療報酬改定 答申書附帯意見 （平成22年2月12日）

１１１１ 再診料や外来管理加算、入院基本料等の基本診療料については、その在り方につ再診料や外来管理加算、入院基本料等の基本診療料については、その在り方につ再診料や外来管理加算、入院基本料等の基本診療料については、その在り方につ再診料や外来管理加算、入院基本料等の基本診療料については、その在り方につ
いて検討を行うこととするほか、財政影響も含め、平成２２年度診療報酬改定におけいて検討を行うこととするほか、財政影響も含め、平成２２年度診療報酬改定におけいて検討を行うこととするほか、財政影響も含め、平成２２年度診療報酬改定におけいて検討を行うこととするほか、財政影響も含め、平成２２年度診療報酬改定におけ
る見直しの影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に反映させるる見直しの影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に反映させるる見直しの影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に反映させるる見直しの影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に反映させる
こと。こと。こと。こと。

２２２２ 慢性期入院医療の在り方を総合的に検討するため、一般病棟や療養病棟、障害者慢性期入院医療の在り方を総合的に検討するため、一般病棟や療養病棟、障害者慢性期入院医療の在り方を総合的に検討するため、一般病棟や療養病棟、障害者慢性期入院医療の在り方を総合的に検討するため、一般病棟や療養病棟、障害者
病棟を含めた横断的な実態調査を行い、その結果を今後の診療報酬改定に反映さ病棟を含めた横断的な実態調査を行い、その結果を今後の診療報酬改定に反映さ病棟を含めた横断的な実態調査を行い、その結果を今後の診療報酬改定に反映さ病棟を含めた横断的な実態調査を行い、その結果を今後の診療報酬改定に反映さ
せること。せること。せること。せること。

３３３３ 新生児集中治療の評価や小児救急医療の評価、有床診療所・療養病床の後方病新生児集中治療の評価や小児救急医療の評価、有床診療所・療養病床の後方病新生児集中治療の評価や小児救急医療の評価、有床診療所・療養病床の後方病新生児集中治療の評価や小児救急医療の評価、有床診療所・療養病床の後方病
床機能の評価を含め、平成２２年度診療報酬改定で重点課題として評価した事項に床機能の評価を含め、平成２２年度診療報酬改定で重点課題として評価した事項に床機能の評価を含め、平成２２年度診療報酬改定で重点課題として評価した事項に床機能の評価を含め、平成２２年度診療報酬改定で重点課題として評価した事項に
ついては、見直しにおける影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改ついては、見直しにおける影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改ついては、見直しにおける影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改ついては、見直しにおける影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改
定に反映させること。定に反映させること。定に反映させること。定に反映させること。

４４４４ 平成２２年度診療報酬改定で講じることとした、厳しい勤務実態にある病院勤務医平成２２年度診療報酬改定で講じることとした、厳しい勤務実態にある病院勤務医平成２２年度診療報酬改定で講じることとした、厳しい勤務実態にある病院勤務医平成２２年度診療報酬改定で講じることとした、厳しい勤務実態にある病院勤務医
の負担軽減及び処遇改善に係る措置の効果を検証するとともに、その結果等を踏の負担軽減及び処遇改善に係る措置の効果を検証するとともに、その結果等を踏の負担軽減及び処遇改善に係る措置の効果を検証するとともに、その結果等を踏の負担軽減及び処遇改善に係る措置の効果を検証するとともに、その結果等を踏
まえ、いわゆるドクターフィーの導入の是非も含め、更なる取組の必要性について、まえ、いわゆるドクターフィーの導入の是非も含め、更なる取組の必要性について、まえ、いわゆるドクターフィーの導入の是非も含め、更なる取組の必要性について、まえ、いわゆるドクターフィーの導入の是非も含め、更なる取組の必要性について、
検討を行うこと。検討を行うこと。検討を行うこと。検討を行うこと。

５５５５ 救急医療機関の勤務医の負担を軽減する観点から、保険者や地方公共団体をはじ救急医療機関の勤務医の負担を軽減する観点から、保険者や地方公共団体をはじ救急医療機関の勤務医の負担を軽減する観点から、保険者や地方公共団体をはじ救急医療機関の勤務医の負担を軽減する観点から、保険者や地方公共団体をはじ
めとする各関係者は、医療機関の適正受診に関する啓発を行うこと。また、その効めとする各関係者は、医療機関の適正受診に関する啓発を行うこと。また、その効めとする各関係者は、医療機関の適正受診に関する啓発を行うこと。また、その効めとする各関係者は、医療機関の適正受診に関する啓発を行うこと。また、その効
果が現れない場合には、更なる取組について検討を行うこと。果が現れない場合には、更なる取組について検討を行うこと。果が現れない場合には、更なる取組について検討を行うこと。果が現れない場合には、更なる取組について検討を行うこと。
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６６６６ 看護職員の厳しい勤務実態等を十分把握した上で、看護職員の配置や夜勤時間に看護職員の厳しい勤務実態等を十分把握した上で、看護職員の配置や夜勤時間に看護職員の厳しい勤務実態等を十分把握した上で、看護職員の配置や夜勤時間に看護職員の厳しい勤務実態等を十分把握した上で、看護職員の配置や夜勤時間に
関する要件の在り方を含め、看護職員の負担軽減及び処遇改善に係る措置等につ関する要件の在り方を含め、看護職員の負担軽減及び処遇改善に係る措置等につ関する要件の在り方を含め、看護職員の負担軽減及び処遇改善に係る措置等につ関する要件の在り方を含め、看護職員の負担軽減及び処遇改善に係る措置等につ
いて、検討を行うこと。いて、検討を行うこと。いて、検討を行うこと。いて、検討を行うこと。

７７７７ 薬剤師の病棟配置の評価を含め、チーム医療に関する評価について、検討を行うこ薬剤師の病棟配置の評価を含め、チーム医療に関する評価について、検討を行うこ薬剤師の病棟配置の評価を含め、チーム医療に関する評価について、検討を行うこ薬剤師の病棟配置の評価を含め、チーム医療に関する評価について、検討を行うこ
と。と。と。と。

８８８８ 訪問看護については、診療報酬と介護報酬の同時改定に向けて、訪問看護ステー訪問看護については、診療報酬と介護報酬の同時改定に向けて、訪問看護ステー訪問看護については、診療報酬と介護報酬の同時改定に向けて、訪問看護ステー訪問看護については、診療報酬と介護報酬の同時改定に向けて、訪問看護ステー
ションの安定的な経営や、患者の病状に合わせた訪問に対する評価の在り方につションの安定的な経営や、患者の病状に合わせた訪問に対する評価の在り方につションの安定的な経営や、患者の病状に合わせた訪問に対する評価の在り方につションの安定的な経営や、患者の病状に合わせた訪問に対する評価の在り方につ
いて、検討を行うこと。いて、検討を行うこと。いて、検討を行うこと。いて、検討を行うこと。

９９９９ リハビリテーションや精神医療など、平成２２年度診療報酬改定で大幅な見直しをリハビリテーションや精神医療など、平成２２年度診療報酬改定で大幅な見直しをリハビリテーションや精神医療など、平成２２年度診療報酬改定で大幅な見直しをリハビリテーションや精神医療など、平成２２年度診療報酬改定で大幅な見直しを
行った分野については、その影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬行った分野については、その影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬行った分野については、その影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬行った分野については、その影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬
改定に反映させること。改定に反映させること。改定に反映させること。改定に反映させること。

１０１０１０１０ 平成２２年度診療報酬改定以降順次実施するＤＰＣの調整係数の廃止・新たな機能平成２２年度診療報酬改定以降順次実施するＤＰＣの調整係数の廃止・新たな機能平成２２年度診療報酬改定以降順次実施するＤＰＣの調整係数の廃止・新たな機能平成２２年度診療報酬改定以降順次実施するＤＰＣの調整係数の廃止・新たな機能
評価係数の導入については、その影響を十分に評価するとともに、これを踏まえな評価係数の導入については、その影響を十分に評価するとともに、これを踏まえな評価係数の導入については、その影響を十分に評価するとともに、これを踏まえな評価係数の導入については、その影響を十分に評価するとともに、これを踏まえな
がら、今後、最終的に設定する調整係数廃止後の評価方法等について引き続き検がら、今後、最終的に設定する調整係数廃止後の評価方法等について引き続き検がら、今後、最終的に設定する調整係数廃止後の評価方法等について引き続き検がら、今後、最終的に設定する調整係数廃止後の評価方法等について引き続き検
討を行うこと。また、併せて高額薬剤の取り扱い等についても検討を行うこと。討を行うこと。また、併せて高額薬剤の取り扱い等についても検討を行うこと。討を行うこと。また、併せて高額薬剤の取り扱い等についても検討を行うこと。討を行うこと。また、併せて高額薬剤の取り扱い等についても検討を行うこと。

１１１１１１１１ 診療報酬と介護報酬の同時改定に向け、必要な医療・介護サービスが切れ目無く診療報酬と介護報酬の同時改定に向け、必要な医療・介護サービスが切れ目無く診療報酬と介護報酬の同時改定に向け、必要な医療・介護サービスが切れ目無く診療報酬と介護報酬の同時改定に向け、必要な医療・介護サービスが切れ目無く
円滑に提供されるよう、検討を行うこと。円滑に提供されるよう、検討を行うこと。円滑に提供されるよう、検討を行うこと。円滑に提供されるよう、検討を行うこと。

１２１２１２１２ 地域特性を踏まえた診療報酬の在り方について、検討を行うこと。地域特性を踏まえた診療報酬の在り方について、検討を行うこと。地域特性を踏まえた診療報酬の在り方について、検討を行うこと。地域特性を踏まえた診療報酬の在り方について、検討を行うこと。
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１３１３１３１３ 診療報酬体系の簡素・合理化について引き続き取り組むとともに、個々の診療報酬診療報酬体系の簡素・合理化について引き続き取り組むとともに、個々の診療報酬診療報酬体系の簡素・合理化について引き続き取り組むとともに、個々の診療報酬診療報酬体系の簡素・合理化について引き続き取り組むとともに、個々の診療報酬
項目の名称について国民に分かりやすいものになるよう検討を行うこと。項目の名称について国民に分かりやすいものになるよう検討を行うこと。項目の名称について国民に分かりやすいものになるよう検討を行うこと。項目の名称について国民に分かりやすいものになるよう検討を行うこと。

１４１４１４１４ 診療報酬における包括化やＩＴ化の進展等の状況変化を踏まえて、診療報酬の請求診療報酬における包括化やＩＴ化の進展等の状況変化を踏まえて、診療報酬の請求診療報酬における包括化やＩＴ化の進展等の状況変化を踏まえて、診療報酬の請求診療報酬における包括化やＩＴ化の進展等の状況変化を踏まえて、診療報酬の請求
方法や、指導・監査等適切な事後チェックに資するための検討を引き続き行うこと。方法や、指導・監査等適切な事後チェックに資するための検討を引き続き行うこと。方法や、指導・監査等適切な事後チェックに資するための検討を引き続き行うこと。方法や、指導・監査等適切な事後チェックに資するための検討を引き続き行うこと。

１５１５１５１５ 明細書発行の実施状況等を検証するとともに、その結果も踏まえながら、患者への明細書発行の実施状況等を検証するとともに、その結果も踏まえながら、患者への明細書発行の実施状況等を検証するとともに、その結果も踏まえながら、患者への明細書発行の実施状況等を検証するとともに、その結果も踏まえながら、患者への
情報提供の在り方について検討を行うこと。情報提供の在り方について検討を行うこと。情報提供の在り方について検討を行うこと。情報提供の在り方について検討を行うこと。

１６１６１６１６ 平成２２年度診療報酬改定の実施後においては、特に以下の項目について調査・平成２２年度診療報酬改定の実施後においては、特に以下の項目について調査・平成２２年度診療報酬改定の実施後においては、特に以下の項目について調査・平成２２年度診療報酬改定の実施後においては、特に以下の項目について調査・
検証を行うこととすること。検証を行うこととすること。検証を行うこととすること。検証を行うこととすること。
(1)チーム医療に関する評価創設後の役割分担の状況や医療内容の変化及び病院チーム医療に関する評価創設後の役割分担の状況や医療内容の変化及び病院チーム医療に関する評価創設後の役割分担の状況や医療内容の変化及び病院チーム医療に関する評価創設後の役割分担の状況や医療内容の変化及び病院
勤務医の負担軽減の状況勤務医の負担軽減の状況勤務医の負担軽減の状況勤務医の負担軽減の状況
(2) 在宅医療の実施状況及び医療と介護の連携状況在宅医療の実施状況及び医療と介護の連携状況在宅医療の実施状況及び医療と介護の連携状況在宅医療の実施状況及び医療と介護の連携状況(

(3) 在宅歯科医療及び障害者歯科医療の実施状況在宅歯科医療及び障害者歯科医療の実施状況在宅歯科医療及び障害者歯科医療の実施状況在宅歯科医療及び障害者歯科医療の実施状況
(4) 義歯修理の実施状況、義歯に関する患者満足度の状況及び歯科技工士の雇用義歯修理の実施状況、義歯に関する患者満足度の状況及び歯科技工士の雇用義歯修理の実施状況、義歯に関する患者満足度の状況及び歯科技工士の雇用義歯修理の実施状況、義歯に関する患者満足度の状況及び歯科技工士の雇用

状況状況状況状況
(5) 後発医薬品の処方・調剤の状況後発医薬品の処方・調剤の状況後発医薬品の処方・調剤の状況後発医薬品の処方・調剤の状況

なお、上記の事項については、できるだけ早急に取組を開始するとともに、国民がよなお、上記の事項については、できるだけ早急に取組を開始するとともに、国民がよなお、上記の事項については、できるだけ早急に取組を開始するとともに、国民がよなお、上記の事項については、できるだけ早急に取組を開始するとともに、国民がよ
り質の高い医療を受けることが出来るよう、幅広い視点に立って、診療報酬のありり質の高い医療を受けることが出来るよう、幅広い視点に立って、診療報酬のありり質の高い医療を受けることが出来るよう、幅広い視点に立って、診療報酬のありり質の高い医療を受けることが出来るよう、幅広い視点に立って、診療報酬のあり
方について検討を行うこと。方について検討を行うこと。方について検討を行うこと。方について検討を行うこと。



本日の話
• 我が国の保険医療制度について
• 診療報酬改定のスキーム
• 中央社会保険医療協議会の構成
• 診療報酬点数決定のプロセス

医療現場の実態に合った
（国民のニーズに合った）診療報酬
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